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第 1節	 リサーチクエスチョンの導出 
	













































































































































































































































































































































農家」は 30 万戸に満たない。一方、農地が 30 アール未満で年間の販売額が 50 万円未満の
「自給的農家」は 80 万戸を越す。この数字だけをみても、日本の農業の弱さが読みとれる。













地面積が 30 アール以上または調査期日前 1 年間における農産物販売金額が 50 万円以上の農家。主業農家は
1985 年より後に定義されたものであるため、1985 年以前は、専業農家(世帯員中に兼業従事者が一人もいな
い農家)及び第１種兼業農家(自家農業を主とする兼業農家。兼業農家とは、世帯員中に兼業従事者が一人以







なべ・田辺地域は 1985 年 381 万円、1995 年 741 万円、2005 年 467 万円となっている。若狭町については、







表 3	 各産地の主業農家率の推移 
	 	 1950 年	 1975 年	 1985 年	 1995 年	 2005 年	 2010 年	
ウメ	
産地	
みなべ・田辺地域	 78%	 55%	 63%	 50%	 59%	 51%	
福井県若狭町	 55%	 25%	 25%	 21%	 16%	 15%	
茶	
産地	
静岡	 55%	 53%	 47%	 38%	 35%	 31%	
三重	 48%	 28%	 26%	 21%	 24%	 20%	
全国	 	 78%	 38%	 38%	 26%	 22%	 22%	
（出所）農林水産省「農林業センサス」から筆者作成	
	
















表 4  調査の概要 
	 企業名・団体名	 調査日（所要時間）	 インタビュイーの役職	
みなべ・田
辺地域	
A 梅干業界関係団体	 2013.7.23(2h)	 副理事長	
B 社（梅干加工業者）	 2013.7.23(1h)	 代表取締役	
C 農業協同組合	 2013.8.23(1.5h)	 審査役	
D 地方公共団体	 2013.8.23(1.5h)	 参与	
E 地方公共団体	 2013.9.2(3h)	 課長	
F 社（梅干加工業者）	 	 2015.2.9(2h)	 社長	
G 社（梅干加工業者）	 2015.2.27(1.5h)	 専務	
H 社（梅干加工業者）	 2016.8.24(2h)	 課長補佐	
I 農業協同組合	 2016.8.25(1.5h)	 課長	
若狭町	 J 農業協同組合	 2014.11.27(2.5h)	 代表	
K 地方公共団体	 2014.11.27(2h)	 技術アドバイザー	
J 農業協同組合	 2017.8.23(2h)	 代表	
静岡	 L 茶業界関係団体	 2013.6.21(1.5h)	 専務理事	
M 茶業界関係団体	 2013.6.21(1h)	 専務理事	
N 茶業界関係団体	 2013.6.20(1h)	 専務理事	
O 社（産地茶商）	 2013.6.20(1.5h)	 代表取締役	
P 社（消費地茶店）	 2013.7.22(1h)	 代表取締役社長	
O 社（産地茶商）	 2015.8.26(1h)	 代表取締役	
N 茶業界関係団体	 2015.8.26(2.5h)	 専務理事	
Q 茶業界関係団体	 2015.11.13(1.5h)	 理事長	
三重	 R 農業協同組合	 2013.8.7(2h)	 参事	
S 農業協同組合	 2017.8.21(1h)	 代表理事、参事	
T 農業協同組合	 2017.8.22(1.5h)	 課長	
























表 5	 各産地の概要 
	 起源	 事業者数等	















表 6 ウメ栽培面積・出荷量の推移 
 栽培面積(ha) 出荷量(トン) 
和歌山 福井 全国 和歌山 福井 全国 
1960 年 802 133 8,330 － － － 
1970 年 1,650 291 15,900 － － － 
1980 年 1,740 265 15,900 14,521 808 47,300 
1990 年 3,480 420 18,700 40,800 1,170 80,400 
2000 年 4,660 518 19,000 65,500 1,900 104,500 















































図 1	 梅干の製造工程 
(出所)紀州・田辺梅振興協議会	







表 7 各産地の概要 
 緑茶の商取引開始 事業者数等 
静岡 江戸時代 荒茶生産量ベースの国内シェア：約 40％ 
茶販売農家戸数：約 14,000 
仕上げ茶製造業者(県内全国茶商工業協同組
合連合会会員)：約 400 社 
斡旋商：約 40 軒 
三重 江戸時代 荒茶生産量ベースの国内シェア：約 10％ 
茶販売農家戸数：約 1,500 
仕上げ茶製造業者：約 20 社 
（出所：農林水産省「農林業センサス 2010」、経済産業省「平成 22 年度工業統計」、 
聞き取り調査から筆者作成） 








表 8 茶栽培面積・荒茶生産量の推移 
 栽培面積(ha) 荒茶(トン) 
静岡 三重 全国 静岡 三重 全国 
1960 年 20,700 2,590 48,500 45,782 5,044 77,566 
1970 年 20,000 3,460 51,600 48,564 6,513 91,198 
1980 年 22,500 4,130 61,000 50,100 7,030 102,300 
1990 年 23,100 3,980 58,500 44,100 6,620 89,900 
2000 年 21,000 3,400 50,400 39,400 7,410 − ※ 




























































































一方、茶の収穫は 1 年に 3 回行われるため、茶の収量は、1 年 1 作の他の作物に比較す
ると安定している。	
	





















































































































































































































図 4	 各産地における商流（イメージ図） 
（出所）聞き取り調査をもとに筆者作成	
	
表 10	 みなべ・田辺地域における白干梅の出荷先別農業生産者比率 
	 ①梅干加工業者	 ③産地仲買人	 ⑤農協	
出荷先別農業生産者比率(n/n)	
みなべ町（n=181）	 38%	 60%		 3%	
田辺市(n=243)	 18%	 46%		 36%	
（出所）橋本他 2005「ウメ生産農家に対するアンケート調査」をもとに筆者作成	




























































チェックを行なう。農業生産者が A 級の品質として出荷したものであっても、A 級品質の





全量チェックする。農家が A 級として出荷したものでも、自社で傷がみつかれば B 級と















43	梅干加工業者 F 社インタビュー(2015 年 2 月 9 日実施)	


















































































48	梅干加工業者 H 社インタビュー（2016 年 8 月 24 日実施）	 	




















































































































































































53梅干加工業者 F 社、G 社インタビュー（2015 年 2 月 9 日,	2 月 27 日実施）	
54例えばスーパー・コンビニに販売している梅干加工業者の場合、 上級の A 級や大玉サイズは不要となるた
め、それらを、贈答用市場をターゲットとしている梅干加工業者に販売する。(梅干加工業者 F 社、G 社イン
































第 3節	 茶産地の分析 
	



















 販売(斡旋)件数 販売(斡旋)数量 
件数(件) 構 成 比
(%) 
数量(t) 構 成 比
(%) 
全体 1,246 100 27,779 100 
 農協共販 740 38 10,148 37 
茶市場に直接持込 32 2 255 1 
斡旋商 253 13 11,503 41 
茶商に直接持込 356 18 3,282 12 
自販売用 503 26 2,516 9 
その他 69 4 74 0 






































































































三重においては、昭和 33 年から 47 年にかけて茶専門農協や農協が運営する茶斡旋市場
が県内 4 カ所に設立された。茶斡旋市場設立以降の取扱数量の推移は表 13 に示したとおり
である。近年においては、市場の取扱数量は県内荒茶生産量の約 70％で推移している。	
																												









































59	S 農業協同組合インタビュー（2017 年 8 月 21 日実施）	
60	S 農業協同組合インタビュー（2017 年 8 月 21 日実施）	









表 13 三重における荒茶の市場取扱い数量の推移 





昭和 35(1960) 5,044 − − 
昭和 45(1970) 6,513 3,497 54 
平成 12(2000) 7,410 6,285 85 
























62	S 農業協同組合インタビュー（2017 年 8 月 21 日実施）	
























































































































































































































































































表 15	 分析結果のまとめ 
	 ウメ産地	 茶産地	
みなべ・田辺地域	 若狭町	 静岡	 三重	
① 顧 客 に























② 農 業 生
産 者 間 の




























③ 長 期 継
続 的 な ア
ウ ト ソ ー







































































































































































































グは存在しない。農業生産者が 終製品製造業者と直接取引しない理由は、本節の 1-1 で
述べたとおり、歴史的経緯が関係している。	
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